
（事例発表）人的資源配分指標設定への取り組み 

 

本合 暁詩、立花 則子、梅田 真治、細川 智之、平賀 智子 

（株式会社リクルートマネジメントソリューションズ 経営企画部） 

 

 

1．はじめに 

 

企業経営においては、「ヒト、モノ、カ

ネ」の経営資源を適切に配分し、有効かつ効

率的に活用することが重要である。とりわ

け、ヒトにあたる人的資源の配分と活用は、

特に知識集約型産業において最重要課題と言

えるが、その判断基準や妥当な数値目標を設

定することは難しい。 

一般的な経営財務および経営戦略の観点か

らは、資源（資本）配分は企業価値を最大化

するために行われるべきであり、配分され投

下された資本の価値を、その投下された資本

が生み出す価値が上回らなくなければならな

いとする1。 

しかし、人的資源においては、その生産性

が時間とともに変化（多くの場合は改善）し

ていくために配分・投下額の把握が難しく、

また、生み出される価値との関係性も直接的

ではない。特に、比較的生産性が高いと考え

られるホワイトカラーの投資対効果を把握す

ることは極めて困難である。 

そのため、さらにミクロレベルの問題とも

いえる、企業内において複数ある部署にそれ

ぞれ何人配属するべきかに関しては、絶対的

な解を求めることはほぼ不可能だといえる。 

これらの難しさを理解しつつも、当社で

は、人事部門と業績管理部門が協力し、中期

戦略・事業計画の推進にあたって人的資源を

管理し最適配置するための数値と運用法の構

                                                   
1 いわゆるNet Present Value（正味現在価

値）の最大化である。 

築を試みた。 

人材を適切に配分するための指標（指針）

の作成とその成果に関して当社の事例を報告

する。 

 

 

2．問題意識 

 

当社、株式会社リクルートマネジメントソ

リューションズは、人材開発、組織開発、人

事制度構築という事業領域において、アセス

メント、トレーニング、コンサルティングを

中心としたソリューションサービスを提供し

ている。売上高は107億10百万円（2014年3月

期）、従業員数は389名（2014年4月1日現

在）である。 

目に見えない商材を取り扱い、顧客企業の

人事・組織周りの課題解決をお手伝いする当

社にとっては、人材こそが最も重要な経営資

源であり、人的資源の最適配分は経営におけ

る最重要課題といってもいい。 

一方、人的資源が重要であるがゆえに、社

内の各部署は組織ミッションの達成に向けて

多くの人員を確保しようとする。各部署の希

望人員数を合計すると、全社の計画人員数を

上回ることも少なくない。 

当社では毎年新卒採用を行っているほか、

退職者の補充に加え、定期的にキャリア採用

も行っており、ここ数年従業員規模を拡大さ

せてきた。しかし、解雇規制の厳しいわが国

においては、過剰な従業員を抱えることは大

きなリスクであり、むやみに増員を図るべき

ではない。 



しかしながら、各部署の人員・増員が正当

なのかについて合理的に判断する基準がない

ため、声の大きい部署の人材確保が優先され

たり、短期的な視点から緊急度の高い業務へ

の手当てが優先されてしまう一方で、長期

的・戦略的な人員配置が後回しになるという

問題が生じていた。 

そのため、各部署と、人事を含む全社経営

をつかさどる部門とで、人的資源の配分に関

して共通の議論の土台を用意することが必要

であった。 

検討にあたっては、中長期的な人材ポート

フォリオのための指針にするとともに、短期

的な人事異動に活用する情報としても有効で

ある指標と運用方法を構築することを目指し

た。 

 

 

3．人的資源の生産性・効率を測る指標の設

定 

 

人的資源の適切な配分を行うために、各部

署における人的資源の生産性・効率を把握で

きる指標を検討した。生産性を算出するため

には、投入量と産出量の双方を把握する必要

がある。当社では様々な指標を検討した結

果、以下を活用することにした。 

なお、検討は2013年10月から12月にかけて

行われ、2014年1月から3月までの準備期間を

経て、2014年4月からの運用開始を目指し

た。 

 

3.1. 労働投入量を測る指標 

当社の人事制度は、各人に期待される成果

に応じて等級グレードが決定され、このグレ

ードに基づいてモデルとなる年収2が決まる

仕組みになっている。これを活用し、人的資

                                                   
2  実際には財務業績に基づいて賞与の額が変

動するため、「モデル年収」という概念を用

いている。 

源つまり労働投入量の把握にあたっては、モ

デル年収の差異に基づいてポイント化するこ

ととした。中間レベルのグレードを1.0ポイ

ントとし、その上下のグレードをそれぞれの

グレード年収の違いによって指数化したので

ある。高いグレードであれば一人あたりのポ

イントは1より大きくなり、低いグレードで

あれば1より小さくなる。例えばモデル年収

が1.5倍であれば、ポイントは1.5となるとい

うことである3。 

大学を卒業したばかりの新人社員と入社後

数十年の経験を持つ社員とでは当然のことな

がら能力や役割において大きな違いがある。

そのため、労働投入を把握する際に、このよ

うな労働力の質の違いを反映させたのであ

る。 

また、質だけではなく物理的な労働投入量

もポイント算定には加味した。当社では、女

性の16％、全従業員の8%が、育児の理由によ

り、勤務時間を限定して働く短時間勤務者4

である5。これらの短時間勤務者に関して

は、勤務時間に応じてポイントを調整した。

（勤務時間の80％しか勤務しないのであれ

ば、通常のポイント×0.8とする） 

この数値は、労働に投入できる量を各人の

人事グレードに基づきポイント化したもので

あるため、労働キャパシティーポイント

「CaP」と呼ぶことにした。 

 

3.2. 労働効率を測る指標 

                                                   
3  この指数の有効性に関しては、個人の生産

性とグレードおよびグレード別の年収が整合

していることが前提となる。 
4  フルタイムで働けない場合に勤務時間を選

択し、月例給与および賞与は勤務時間に応じ

て支給される制度。育児・介護・通学などに

よる時間の制約が解消された場合には通常勤

務に戻る。 
5  ちなみに、当社では女性の従業員が全体の

48%を占める。（2014年8月1日時点） 



次に、労働投入量に対して、どれだけの価

値が生み出されたのかという人的資源の効率

性を表わすために、売上高を「CaP」で割っ

た数値を算出した。この数値は人員の期待成

果に応じたキャパシティーが、どれだけ発揮

されて売上高という産出に結びついているの

かを表わすことになるので「能力発揮率」と

呼ぶことにした。 

 

能力発揮率 ＝ 売上高 ÷ CaP 

 

従業員の効率を捉える指標として一般的な

ものには、売上高や利益を人員数で割った、

一人あたり売上高、一人あたり利益、一人あ

たり付加価値などがある6。しかしながら、

これらの指標は、平均的な従業員を想定した

平均的な効率性を表わす数値である。「能力

発揮率」では、従業員の能力・熟練度合いが

反映されており、積み上げた能力の発揮度合

いを捉えている。 

 

                                                   
6  例えば森田（2009 ）pp.343。 

3.3.両指標のビジュアル化 

人的資源の効率を測る指標を設定したもの

の、やみくもに効率を高め続ければいいとい

うものではない。企業が成長していくために

は、効率だけではなく規模の要素も重要だか

らである7。 

そのため、効率と規模の要素を同時にビジ

ュアル化して把握することを試みた。本合

（2004）8に提示されている財務分析のフレ

ームワークを参考に、人的資源の効率と労働

投入規模の推移をあらわす図表を考案した。 

図表1は効率を表わす「能力発揮率」を縦

軸に、規模を表わす「CaP」を横軸にとった

ものである。上方への移動は労働効率の改善

を意味し、右への移動は労働投入量の拡大、

事業規模の拡大を意味している。 

能力発揮率は（売上高÷CaP）であったか

                                                   
7  例えば、本合（2011）は、規模の影響を

排除した率であらわす指標には、度を越えた

ダウンサイジングや縮小均衡を促してしまう

という欠点があることを指摘している（pp.8
0- 82）。 
8  pp.7 。 



ら、CaPを掛け合わせると売上高になる。つ

まり、縦軸と横軸を掛け合わせると売上高に

なるということである。ここで、原点を現在

の売上高とすると、現在と同額の売上高は、

様々な「能力発揮率」と「CaP」の組み合わ

せによって達成が可能であることがわかる。

その組み合わせを左上から右下へ伸びる曲線

で表している。この曲線よりも右上に移動す

れば売上高は拡大、左下に移動する場合は売

上高の減少ということである。 

この図を活用することにより、業績や今後

の計画がどのような意味を持つのかについて

検証することができる。まず、効率を高めつ

つ労働投入を増やし、売上を高めていれば

「Healthy Growth」といえる。また、若干効

率は落としつつも労働投入を増やし、売上を

増加させていれば、今後効率の反転により更

なる売上向上を期待できると考えられるため

「力をためた成長」といえる。 

しかし、売上高を減少させる右下への動き

を「成長」と呼ぶことはできない。労働投入

を行っても売上拡大に結びつかないのであれ

ば、その時点においては「成長」ではなく労

働力の「先行投資」を行っていると考えるべ

きである。業務の複雑性が増したり、あるい

は昨今のように労働時間管理が厳しくなった

りすると、各部署からの増員要求は高まる。

しかし、業務プロセスの改善や個人の能力開

発をおろそかにする労働投入では、「成長」

は実現できない。 

一方で、労働投入を縮小しながらも効率を

引き上げた結果、売上高を増加させる場合も

ある。これはまさに「少数精鋭化」である。

売上が減少する中でも効率をアップさせる動

きは「合理化」と呼べるだろう。 

このように、労働投入量とその効率をビジ

ュアル化することで、全社および各部署の戦

略と結びついた人的資源配分議論が可能にな

った。 

なお、これら一連の指標を活用したマネジ

メントの仕組みを、Business（経営）、

Resource（資源）、Allocation（配分）、

INdicator（指標、指針）の頭文字を取り、

「BRAIN」（経営資源配分指標（指針））

と、また労働投入量と効率をビジュアル化し

た図表を「BRAINチャート」と社内では呼称

図表 2 ：BRAIN チャートによる各部の状況把握

能
力
発
揮
率

CaP

力をためた成長

先行投資

少数精鋭化



している。 

 

 

4.BRAINによる現状把握 

 

運用開始の前に、活用のイメージと有効度

をつかむためにも、全社と部署別の現状を把

握してみることにした。 

過去数年の当社の労働投入量は増加してお

り、また能力発揮率も向上していた。全体と

しては健全な成長を果たしており、BRAINチ

ャートにおける右上の方向に移動していたこ

とになる。 

次に、部署別にも状況を把握してみた。す

ると、図表2に見られるように、全社として

は健全な成長を遂げているものの、各部署の

状況は様々であることがわかった9。例え

ば、少ない人数で効率を急激に高め「少数精

鋭化」した部署や、将来的な成長を見据えて

労働投入を優先的に行っていた（「先行投

資」あるいは「力をためた成長」）部署の特

徴的な状態をより明確に把握することができ

た。 

 

 

5. 活用方法 

 

BRAINではCaP、能力発揮率、およびBRAIN

チャートを定期的にモニタリングしていき、

今後大きく以下の3つの目的で活用していく

予定である。（図表3） 

 

 

                                                   
9  図表2では、CaPおよび能力発揮率の値を

表示していない。発表においてはより詳細な

データを示す予定である。 

 
全社の人的資源配分の方向性を確認すると

ともに、定期的な異動・採用などの人事に反

映していく。また、各部署の目標値を設定す

る際には参考資料として活用する。 

全社だけではなく、各部署や職種別のチャ

ートを把握することにより、全社のリソース

配分のこれまでの方向感や今後のあるべき配

分を考えることができる。例えば、 

 部署間のリソースシフトはどうなってい

るのか 

 それぞれの部署の状態はどうか。例えば

「少数精鋭化」か「先行投資」か 

 そのシフトは全社戦略と合致しているの

か 

 今後、増員を優先すべき部署・職種はど

こか 

といったことが議論できるようになる。 

BRAINは既に、半期毎の人事異動決定フロ

ーに組み込んでおり、自己申告制度10や人材

                                                   
10  社内におけるキャリア希望を把握する制

度であり、半期に一回、人事審議に先駆けて

実施される。 



開発委員会 11といった他の人事施策とあわ

せ、人事決定の材料として活用されている。 

また、ある部署では、重点戦略テーマと、

人的資源配分の整合性のチェックに使用して

いる。 

 

 

6. まとめ： 今後の課題と展望 

 

当社では検討の結果、①人的資源の投入

量、②人的資源活用の効率性 ③ ①②のバ

ランスの３つを可視化し、現状および今後の

方向性を確認していくこととした。これらは

既に経営に組み込まれており、定期的な人事

異動・採用計画・育成計画に反映されている

ほか、営業目標を決定する際の参考材料とし

ても活用されている。また、今後は中長期的

な人材ポートフォリオのための指針としても

期待している。最後に今後の課題について述

べておく。 

1点目は部署別に把握する場合のスタッフ

のアウトプットをどう設定するのかという点

である。営業部署であれば、当該部署の売上

高を使用すればいいが、全社のサポート部

門、バックオフィス部門において、売上高に

対応する数値を設定・把握することは難し

い。当社ではこれらの部署には一律全社の売

上高を活用しているが、今後何らかの改善を

考えたい。 

2点目は労働投入とその成果である売上高

計上とのタイムラグである。当社の主力事業

である研修プログラム実施に関するお客様の

意思決定は、研修を行う前年度に行われるこ

とが多い。このような場合は、実際の売上計

上と受注に向けた活動のタイミングがずれる

可能性が高い。この点については今後何らか

                                                   
11 全従業員の人材開発やキャリアについて

部署を横断で検討する経営会議体。半期に一

回実施される 

の調整を加える必要があるかも知れない12。 

3点目は、今回の取り組みはあくまで、過

去との変化を把握するものであり、最適な水

準や遷移を示すものではないということであ

る。例えば、ある部署には30CaP配分されて

いるが、本来は15CaPでいいはずである、と

いう議論に対して、答えを提示してくれるも

のではない。そのため、この数値だけみて、

意思決定を行うことは望ましくない。むし

ろ、現状では最適解がわからないなかで、議

論の土台として活用し、過去を踏まえたある

程度妥当な資源配分を決定していくためのツ

ールであると考えている。しかし、今後デー

タが蓄積していくしたがって、より適正な資

源配分に向けたガイドとなりうることを期待

している。 
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なお、新人を配属してもすぐには業績は上が

らないため、労働投入と売上計上にタイムラ

グは生じる。しかしながらこの場合は「力を

ためた成長」もしくは「先行投資」のような

動きをとると考えられ、BRAINチャートで

も十分に捕捉、解釈可能である。 


